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＜現 状＞ 

・公共交通利用者の減少に⻭⽌めが掛からず、コロナ禍でその減少幅がさらに増加して
いる。 

・⼈⼝減少と少⼦⾼齢化が進む中、公共交通の重要性を感じている市⺠は多いが、概ね
1 か月に 1 回以上公共交通を利用する市⺠の割合は約 16 パーセントに過ぎない。 

・市⺠は公共交通の充実に⼒を⼊れてほしいと望んでいるが、その満⾜度は他の施策と
の相対的な比較では低い状況が続いている。（まちづくりものさしアンケート） 

・バスを１年間で⼀度も利用した事のない市⺠は 7 割にもなり、山⼝市のガソリン消費
量は全国１位が続いている。（全国県庁所在地、政令指定都市のうち） 

・通勤通学時間帯の公共交通の利用は⾼く、⼩郡都市核〜山⼝都市核の幹線沿い（県道
２０４号線）は充実しているが、国道９号線（バイパス）沿いの路線についてはバス
の運行本数が限られた状況となっている。 

・新しい路線バスの設定には、マイカー通勤者がバス通勤へチェンジするか、もしくは
定期的に公共交通を利用してもらう必要があるが、そもそも運転士不⾜もあり、新た
な路線開設は⼈的リソースの面からも困難な状況。どこかを増便すれば、どこかを減
便する必要あり。 

・通勤のみならず、日頃の買い物、通院、外食もマイカー移動となっており、マイカー
へ過度に依存した社会となっている。そのため、公共施設やショッピングセンターな
ど駐車場を完備せざるを得ない状況。 

・採算のとれない路線バスへの補助は 10 年間で約 2.6 倍に増えているなど、行政は様々
な手段で対策を講じてきたが、なかなか利用者増に結びつかない。 

・バス、タクシー運転手の不⾜、確保も困難な状況。特にタクシー運転手の⾼齢化は深
刻で、タクシー事業の事業展開に支障が生じる状況。 

 
〇課 題 

・過度なマイカー依存からの脱却 
 ・利用しやすい公共交通環境の整備 
 ・持続可能な公共交通の確保     など 

 
＜具体的な取組の方向性＞ 

(1) アンケート調査 

アンケート調査を実施し、何が課題で公共交通を利用していないのか、その原因を探
る。 

 

(2) ノーマイカーデー等への協力 

山⼝市交通政策課が⻑年取り組んできた「ノーマイカーデー」へ市内経済界が社員の
参加にむけ協⼒してもらう。「つなぐカード」の配布により、バス料金半額の特典や、



協賛店舗等で特別なサービスが受けられる特典をインセンティブに公共交通の敷居を下
げ、利用の促進を図る。市内事業所の御協⼒のもと、更なる特典制度の導⼊などインセ
ンティブの拡充を推進する。 

 

(3) モビリティ・マネジメントの推進 

モビリティ・マネジメントとは、交通手段の最適化を図るための取り組みであり、公
共交通機関と自動車、自転車などの交通手段を組み合わせて利便性を⾼めることができ
る。既に『シェアサイクル実証事業』による 32 カ所のポートの設置や『置くとバス駐
車場』（パーク・アンド・ライド）4 カ所の設置、『乗り換え用駐輪場』（サイクル・ア
ンド・ライド）19 カ所の設置が進んでいる。シェアサイクル事業については、商工会
議所が受託する形で取り組んでいるが、引き続き利用促進や広告収⼊を含めた収益性の
向上に努め、本格運行を目指した取組を進めていく。 

 

(4) バス路線の改善 

深刻な運転士不⾜が続く中、バス路線の便数増や、新路線の設置などは簡単ではない
と考えるが、乗り換えのしやすさを考慮した交通結節点機能の確保や快適な待合環境の
整備は大切である。 

バスの運行状況はバスロケーションシステムにより、現在でも web 経由で確認でき
る。今後は IC カードの導⼊など、IT 技術を活用することで、利便性の向上を推進して
いく必要がある。 

 

(5) 鉄道路線の改善 

JR 山⼝線の宮野駅以北について、⾚字ローカル線としてＪＲ⻄日本から公表されて
いる。新山⼝−宮野駅間も含め JR 山⼝線全体で更なる利用促進が必要。本数を増やす
ことや、列車の運行時間帯の拡大については困難とは思われるが、利用促進につながる
イベント、会議等と関連した取組や利用者のニーズをＪＲ⻄日本に伝えていくことは大
切と考えている。 


